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鈴木直明議員

市民対話集会を開催しました
新政会では昨年度から、「市民対話集会」を開催
しています。
これは、市政に対する市民の意見や思いを把握
し、議会活動に反映するとともに、議会基本条
例で定めた市民の協働による開かれた議会の実
現に努めることを目的に行っているものです。
昨年度の葵区に引き続き、今年度は 9 月 25 日
に駿河区、9月 26日に清水区で「市民対話集会」
を開催しました。
対話集会では現在の会派活動・今後の方針、及

び各区の課題などを説明し、参加者の皆さまの
意見や考えを伺いました。参加者の皆さまから
は、まちづくりや防災対策、構成遺産「三保松原」
を含む三保半島の整備などについて様々な質問
や意見をいただきました。
新政会は、これらの意見や考えを精査し、反映
させた政策提言を
11月上旬に田辺市
長へと提出する予
定です。
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Q：静清合併１０年を
振り返って、市長の
所感と今後のまちづ
くりにどう活かすか

Q：大雨に備えた河川
の付帯設備維持管理は
どのように行っている
か

Q：まちの中の保存樹
木・保存樹林の拡充を
どう考えているか

Q：世界文化遺産に登
録された、「富士山」の
眺望ポイントについて、
どのような情報発信を
行なっているのか。

望月 厚司

池邨 善満 栗田  知明

鈴木 直明
９月 24日

９月 25 日 ９月 26 日

９月 24 日

A :  静清合併は、平成９年度の住民発議をきっか
けとして合併協議会が設置され、政令指定都市
を視野に入れた中での協議であった。合併協議
では議論が白熱し、ギリギリのところで合併協
議が成就し、偉業を成しえた。
この１０年間で政令都市としての基盤整備や新
市の一体化という本市の礎が築かれ、さらなる
スタートラインに立つことが出来たと評価して
いる。この合併の成果や課題を市広報やマスコ
ミを通じて広く市民に周知する。今後は、本市
が持つ豊かな自然や歴史遺産、特産品などの地
域資源をより価値のあるものに磨き上げ、世界
中から人が集まる「世界水準の都市」を形成し
ていく。

A :  ポンプ施設は、浸水被害を軽減するために設
置されており、日常の維持管理を確実に行う事が
重要である。河川管理のポンプ施設は１４箇所で
施設の規模により年間、１回から数回の点検を実
施している。ポンプは水位の上昇により自動運転
されるが、実際の大雨
時には職員が現場に行
き運転状況を確認する。
今後も、浸水被害軽減
に努め、適正な河川管
理を行う。

A :  本市では、保存樹木 38本、保存樹林 30箇所、
面積約 12 万㎡が指定されている。現在、新たな
「みどりの条例」の検討を進めているが、これは、
「市」と「市民の皆さん」との役割を明確にした
上で、一体となって緑化の推進や保全・管理に
努め、貴重な「みどり」を次世代へ引き継いで
いこうとするものである。この対象地域をこれ
までの旧清水市域から全市的に見直すことが望
ましいとの意見があることから、新たな条例の
中で検討を進めていく。さらに、地域にとって
貴重な樹木や樹林は地域の方々が協力して守っ
ていく必要があることから、新たな条例の中で
対象となる行為やその範囲、高齢者への配慮な
どについても検討していく。

A :  本年 1 月、国連軍縮会議が開催された。この
会議の主催である、国連アジア太平洋平和軍縮セ
ンター所長より、富士山の世界文化遺産登録のお
祝いとともに、「国連軍縮会議の際に拝見した富
士山は、一生涯忘れません」というメッセージを
いただき、改めて、富士山は世界に認められた観
光資源であることを認識した。
富士山の眺望ポイントは、本市ホームページや観
光情報誌・パンフレットなどで、絶景写真ととも
に紹介している。本市には、世界に誇る富士山の
眺望という大きな資源がある。この強みを活かし、
官民一体となった「戦略的な MICE」の推進力と
し、地域経済の活性化と交流人口の拡大を図って
いく。
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岩手県遠野市・釜石市視察 教育現場視察 

国分寺市「公共調達条例」を調査　平成 25 年 8月 27 日 

平成 25 年 8月 25 日 ~26 日 平成 25 年 9月 9日

新政会では東日本大震災以降、毎年被災地の視察を行っています。昨年度の東
松島市・仙台市に続き、今年度は震災時に後方支援活動の拠点となった遠野市と、
1000 人以上の犠牲者を出しながら、徹底した防災教育により小中学生の
99.8％が津波から逃れた釜石市を視察しました。

新政会では毎年、教育現場視察を
行っています。これは、直接小中学
校の教育現場に出向き、学校の抱える問題点・課題などの理解を深め、
政策提言や議会質問などの議会活動に反映させることを目的に行って
いるものです。今年度は、授業改善・生徒指導に取り組んでいる葵区・
末広中学校と、英語授業に取り組んでいる葵区・伝馬町小学校を視察
しました。

■遠野市
遠野市は、内陸と沿岸の中
間地点に位置し、半径 50 ㎞
以内に宮古市・山田町・大
槌町・釜石市・大船渡市・
奇跡陸前高田市がある。遠
野市はこの地理的条件に加
え、後方支援活動拠点とし
て活用できる遠野運動公園を
有していたことから、震災以
前に 2 回の大規模な震災対処訓練を実施してい
る。このことが、3.11 の震災でかされた。遠野
市の後方支援活動は、3 月 12 日ＡＭ1：40 大槌
町から峠を二つ越えて入ってきたＳＯＳより始
まったが、災害救助法は被災市町村からの要請
を前提とした法律となっているため、自主的に
情報収集や支援を行うことはできない。法律に
よる手続きを待たずに行動するには、首長の判断が必要である。責任・権限・財源
を踏まえた新しい仕組みづくりが必要であると感じた。
■釜石市
東日本大震災の津波による死者・行方不明者が 1,000 名を超す釜石市で、小中学生
は 2921 人が津波から逃れ、99.8％の生存率は「釜石の奇跡」と言われている。釜
石市の子どもの命を救ったのは、ここ数年の防災教育だった。
明治・昭和と二度の津波被害経験のある釜石市では、これまでの歴史から学び、次
世代へ津波避難意識を伝承してきた。学校でも、防災意識を子どもから大人へ、大
人から地域へ根付かせることを目的に徹底した防災教育を行っており、避難の三原
則 ①想定を信じるな  ②どんな時でも最善を尽くせ  ③率先避難者になる  といった

「3 つの教え」が子供たちの生きる力を育てた。ま
た、釜石小学校では、それぞれの命を守る「津波
てんでんこ」授業が行われており、①家族はそれ
ぞれ逃げていると信じて確実に避難すること  ②
一度避難したら絶対に戻らないこと  を教えてい
るとのことであった。静岡市でも防災教育を積極
的に取り入れていく必要性を感じた。

遠野市災害対策本部の 3/12、3/13 の情
報ボード。震災当時の生々しいやり取
りが伝わってくる。

ゲーム形式で行われた英語授業の様子

伝馬町小 5 年生の英語の授業では、担任が英単語や簡単な英会話を話し、
児童が聞き取ったり、ゲームに答えたりする授業を参観した。同小の高
学年生と教員はオーストラリアの小学校と交流を続け、全校児童も英語
と触れ合う朝活動を続けている。
現地で子どもたちの様子を見た後、市教委幹部との懇談では、他校との
英語の教育格差、使える英語・コミュニケーション能力の向上について
の質問に対し、教員研修を通じ、英語教育の指導技術向上に努めていく
との説明があった。

また、両校共通の課題として、特別支援
教育指導員、心の教育指導員（1日 4時間）
派遣については効果があり、多様性に富
む子ども達の発育には、今後も多くの支
援員の派遣を望む声が寄せられた。さら
に、生徒指導困難校への教育委員会の対
応についても、委員会として現場への積
極的な関与が必要であるという意見が出
された。

新政会では、地域経済の活性化に寄与する「公共調達」、す
なわち地域の事業者への調達の在り方を検討しているが、今
回、「公共調達条例」を昨年施行した国分寺市を調査した。
公共調達には、癒着・談合・低価格入札・市場開放などの課
題がある中、公平公正にして、地域の経済活性化に寄与する
調達を可能にするには、価格以外の要素も含めた多様な評価
基準を策定して、契約者の選定を行うことが必要である。
国分寺では、市が調達を行なう場合、基本的な調達のあり方

を明確にするとともに市の責務および事業者の責務を明示する
ことで、市政や地域社会の発展に寄与することを目的として、
「国分寺市公共調達条例」を平成 24 年 12 月 1 日に施行した。
この条例では、基本指針に地域社会向上に寄与すること、市民
協働事業を活発化することを謳っている。
新政会では、この条例を参考に公共調達の在り方について提言
を行い、行政に働きかけていく予定である。

遠野市本田市長より
お話を伺った。


